
入院助産のしおり     【令和７年１月現在】 

 

入院して分娩する必要があるにもかかわらず、経済的にその費用を支払うことが困難な

妊産婦の方に対し、その費用を助成する制度です。 

出産前に相談・申請をしていただく必要があります。 

申請は、出産予定日の４か月前から受付けしますが、世帯の状況や課税状況等により助

産の対象とならない場合があります。 

入院施設を決める前に、お早めに一度ご相談ください。 

 

【助産の対象】 

１ 生活保護世帯 

２ 同一の住居に居住し、生計を同じにしている世帯全員の市町村民税が非課税である

世帯 

３ 当該年度（4月から6月までについては前年度）に支払った市町村民税所得割の額が

19,000円以下の世帯（ただし、健康保険等に加入し、488,000円以上の出産一時

金等を受け取ることができる場合を除く） 

 

【申請に必要な書類等】 

１ 前年度市町村民税課税証明書または非課税証明書 

（ただし、７月以降の助産の実施については当該年度） 

２ 健康保険の被保険者証 

３ 母子保健手帳 

４  個人番号確認書類・身元確認書類・外国人登録済証明書の

写し（日本国籍がない場合） 

５ 分娩を予定している医療機関等の診察券 

 

【費用】 

助産が決定した場合、出産に要する費用は、国分寺市から病院・助産院に支払います。 

ただし、利用者の世帯の収入に応じて一部自己負担（徴収金）があります。 

 

徴収金額表 

（担当）国分寺市福祉部生活福祉課相談支援係 

（代表）０４２‐３２５‐０１１１ 

（直通）042‐312‐8635 

階層 区分 基本徴収額 加算して徴収する額 

Ａ階層 生活保護世帯 0円 なし 

Ｂ階層 市町村民税非課

税世帯 

0円 出産一時金等給付額の10％ 

Ｃ階層 市町村民税が均

等割の額のみの

課税世帯 

4,500円 出産一時金等給付額の15％ 

Ｄ階層 第１階層 市町村民税所得

割の額の区分が

次の区分に該当

する世帯 

9,000円以下 出産一時金等給付額の15％ 

第２階層 9,001円以上 

19,000円以下 

出産一時金等給付額の25％ 


